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　　　　　　　　　緒　　　言
　高度経済成長に伴うわが国の食生活・栄養問題の大
きな変遷の中で，幼児の栄養素摂取上の問題は少なく
なってきているものの，食習慣ならびに食行動の面で
いくつかの問題が台頭し，子どもがどのような食環境
で育つかはその心身の健康や発育発達に決定的な影響
を及ぼすこと1）が周知され，子どもの健全育成に向け
てどのような栄養・食生活環境を用意すればよいのか，
検討が進められようとしている。
　著者らは，幼児栄養に関してより適切な指針を求哲
べく，新潟県内幼児の食物摂取・栄養素摂取の実態を
生活環境別に，かつ時代の流れによる推移を把握する
ために，昭和41年以来同一地域を同一の方法により5
年間隔で追跡調査をしている2）3）。今回は漁業地域に住
む幼児について約15年間の推移を，44年，49年，54年
および58年度の調査結果に基づいて検討を試みたので，
それらの成績を報告する。
　　　　　　　　　調査方法
1．調査対象地区の概況
　調査対象地区の新潟市松浜は，阿賀野川の河口に開
?
けた元来の漁業地域である。しかしながら，この地域
には天然ガス利用の大規模な化学工場があり，また交
通が便利なため近年新興住宅地として発展し，世帯数
は昭和44年の2，100世帯より5年間に25％，10年間に
61％，14年間に69％増加して昭和58年度には3，540世
帯となった。商店の規模も市街地と変らず，食料品の
入手はきわめて容易である。漁業世帯数は44年度には
総世帯数の6．7％にあたる140（漁業協同組合の正組
合員数70），49年度には4，3％にあたる113（同75），
54年度には5．4％にあたるユ84（同56），58年度には
5．0％にあたる178（同58）となり，約15年前よりは
増加しているものの，専業漁家の占める割合は44年度
の46％から，49年度の36％，54年度の30％と漸減して，
58年度は33％となっている。所得に見られる漁業依存
度は，54年・58年度は共に正組合員は約70％，準組合
員は約30％と推定されており，44年，49年度よりはい
ずれも若干低値である。漁船の規模は44年度の0．95～
4．8tの範囲から，0．6～9．Otを経て58年度は0．8
～4．95tの範囲となり，漁獲高は162　t（金額にして
約43，510千円）より167t（同199，310千円）へ漸増
した。漁業協同組合の規模は，44年度の県内67組合中
出資金順位は32位から58年度の58組合中42位へ，同じ
く粗収入順位は26位から23位へ，同じく購買事業量順
位は36位から25位（推定）へと推移し，県内のほぼ中
位にあるといえよう。
　44年度の対象世帯は殆どが多世代家族であり，漁期
には夫婦とも漁業に従事していたが，49年度には対象
13世帯中専業漁家は4世帯となり，兼業漁家の主婦は
他産業に就労している。さらに，54年，58年度は漁業
協同組合の正組合員の世帯にはいずれも幼児がおらず，
　　　　　　　　　　　　　　’やむなくこれまでの調査地域と同一の，漁家の多い地
域に住む幼児を対象とした。対象世帯の母親は殆どが
就労しており，専業主婦は58年度の18．2％のみである。
また，54，58年度の対象世帯の72～54．5％は核家族で
ある。なお，44，49年度の調査期間中に摂取される魚
介類はすべて自給されていた。
2．調査対象
　表1に示すごとく，4～6歳の健康な幼児11～18名
を対象とした6なお，少数例であるため，性・年齢別
による差異を問わなかった。対象児は，昭和44，49年
度は漁業世帯（幼児のいる世帯の悉皆調査）の，54年，
58年度は本調査に協力を申出られた常用勤労者世帯の，
それぞれ保育園児である。
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表1．調　査　対　象
初　回調査 第2回調査 第3回調査 第4回調査昭和44年度 昭和49年度 昭和54年度 昭和58年度
婁疑｝14名 婁雛｝13名 婁鷺｝18名 婁雛｝1ユ名
平均年齢二4．8歳 平均年齢：48歳 平均年齢：5．3歳 平均年齢：5．3歳
保育所児童 保育所児童 保育所児童 保育所児童
漁業世帯 漁業世帯 常用勤労者世帯 常用勤労者世帯
多世代家族 多世代家族 核家族が72．0％ 核家族が545％
（魚介類を自給） （魚介類を自給） （魚介類を購入） （魚介類を購入）
註：平均年齢は調査年度の10月1日現在の平均値である。
3．調査時期および期間
　昭和44年，49年，54年および58年度のそれぞれ四季
の各連続3日間（通年12日間）である。
4．調査内容
　1）食物摂取状況調査：国民栄養調査に準じ，個人
　　別秤量方式によった。栄養素量の算出は，昭和44
　　年度は三訂日本食品成分表を用いる手集計で，49
　　年，54年度は同成分表の成分値500品目を入力し
　　た電子計算機を，58年度は三訂補日本食品成分表
　　の成分値492品目を入力した電子計算機を用いて
　行なった。得られた成績の比較基準には，44年～
　54年度は昭和50年改定の，58年度は昭和54年改定
　　の栄養所要量算定方式4）5）にならい，対象児の体
　重をもとに個入別栄養所要量を算出して適用した。
　なお，動物性たん白質所要量は動物性たん白質比
　を50％とし，脂質所要量は脂質エネルギー比を25
　％としてそれぞれ算出した。また，食品構成目安
　量は，手塚ら6）の食品構成基準をもとに表2のご
　とく試作し，おのおのに対する摂取比率を求めた。
表2，本調査に使用した食品構成
（単位：9）
　年齢・性食品群 4～5歳 6
?
? ? ? ?
穀類｛癸。．め灘 140
P00
120
W0
150
P20
130
P00
い　　　も　　　類 30 30 30 30
砂　　　糖　　　類 5 5 10 10
菓　　　子　　　類 40 40 50 45
油　　　脂　　　類 10 10 10 10
豆　　　　　　類 40 40 40 40
緑　黄　色　野菜 50 50 55 55
その他の野菜 100 100 110 110果　　　実　　　類 100 100 100 100
（海　　草　　類） （1） （1） （1～2）（1～2）
魚　　　介　　　類 30 30 40 40
肉　　　　　　類 30 30 35 35
卵　　　　　　類 50 50 50 50
乳　　　　　　類＊ 300 300 290 290
註：＊印は生乳に換算した数値である。
2）摂取比率パターンの類似性：食品ならびに栄養
　素摂取比率パターンの，基準量・所要量パターン
　（それぞれ100％とする）に対する類似性は，田
　村ら7）の数値群パターン解析法により算出した。
　なお，算出した類似率が1．0に近いほど比較した
　二つのパターンはよく類似していることを示す。
　また，同じく二つのパターンの異質性を検討する
　ために，異質指数8）（1から類似率を差引き1，000
　倍する）を求めた。
3）摂取不足および適量・多量摂取児の比率の推移：
　比較基準に対して摂取比率が50％以下を摂取不足，
91～110％を適量摂取，201％以上（食品の場合）
　または151％以上（栄養素の場合）を多量摂取と
　して，各群に属する対象児数の約15年間の推移を
百分率で示した。
4！一体位測定：身長，体重を測定し，各調査年度の
対応する45年，50年，55年および60年における日
本人の栄養所要量作成に用いられた体位（推計）
基準値4）5）と対比して，比率を求めた。
5）体力測定：平衡力（棒上片足立ち），筋持久力・
　（体支持持続時間），瞬発性（立幅跳び）および
調整力（両足連続跳び越し）の4種目について実
施した。その評価は新潟県教育委員会による幼児
による運動能力基準9）に従い，3点を中位とする
5段階法によって行なった。
　　　　　　調査結果ならびに考察
1．摂取食品数ならびに献立の比較
　1人1日当たりの摂取食品数は表3に示すように21
種類から，28種類を経て23種類へと推移し，これは植
物性食品数の16種類から23～22種類を経て18種類に至
った変動に負うており，調査開始後5～10年間の増加
が著しく，約15年後の58年度は初年度に比し2種類増
加しているにすぎない。一方，動物性食品数と間食の
　　　　　　「
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食品数はこの約15年間にさしたる変動は見られず，前
者は5～6種類，後者は4～5種類であった。対象児
の摂取食晶数は，漸増しつつある山村幼児（15→24種
類）10）および都市近郊幼児（26→30種類）11）とはおも
むきを異にし，10年後がピークであって，その後減少
傾向を示す農村幼児（ユ7→23→29→23種類）12！にやや
類似している。
　次に，献立については夏と冬あ平均的な献立例を表
4に示すが，米飯・味噌汁・漬物という基本型に自給
される魚介類が主菜として供され，野菜の種類は限定
されていたが，10年後の54年度には，従来からの基本
型は変らないものの，朝食において主菜に加えて副菜
が供され，また魚料理に代わって卵料理と牛乳が供さ
れ，夕食において魚・肉料理の主菜が二品と副菜とし
て野菜サラダが供される場合が多くなった。約15年後
の58年度には，漬物があまり供されなくなっているこ
とが注目される他は54年度と同様の献立型であり，こ
の15年間により多彩になっていると同時に，魚介類使
用の献立が減少しつつあることがうかがわれた。昼食
については，保育園給食が対象児の食事のバラエティ
を高めていると思われる。
表3，噛摂取食品数の推移
@　　　　　　　　　　　　　　（1人1日当たり，房±S．D．）
総　　　　数 動物性食品 植物性食品 間　　　　食
昭　　和　　44　年
@　　　49　年@　　　54　年@　　　・58　年
21±1．3
Q8±2．7
Q8±1．3
Q3±6．7・
5±0．5
T±0．5
U±0，5
T±2．1
16±1．4
Q3±2．9
Q2±1．3
P8±5．4
4±　　0
T±0．6
S±　　0
T±1．0
49年／44年×10054年／44年×10058年／44年×10054年／49年×10058年／49年×100、58．年／53年×100
133．3
P33．3
P09．5
P0α0
W2．1
W2．1
100．0
P20．0
P00．0
P20．0
P00．0
W3．3
　143．8@1375
@112，5
@95．6層、、　78．3
@81．8
125．0
P00．0
P25．0
W0．0
P00．0
P25．0
表4．代表的な献立例
朝　　　　　　　　食 昼　　　　　　　　食（保育所給食） 夕　　　　　　　　食 3食別｣立型
間　　　　　食
福ﾍ保育所の聞食
夏
米　飯
?
米　飯
Eインナーフリッター
gマト
ｩき卵汁
米飯|∫畿賜なす）刺身（いなだ，かれい）煮物（豚肉，しらたき，玉ねぎ，なす）
c・c・D
せんべい
Wュース
`ョコレート
iミルク，クッキー）
?????
?
米　飯
ﾝそ汁（大根，打豆）漬物（たくあん）生　卵お浸し（わらび） 米　飯
ﾘ肉竜田揚げフレンチサラダ
ﾝそ汁
米　飯
c・c・D
みかん
香@乳　　、りんご
iミルク，カステラ）
??????
米　飯
ﾟ饗警bヂりのあら・ねぎ）煮魚（ぶり）
米　飯・
巣Rロッケ
Lャベッ，みかん缶詰スパゲッティソテー
米　飯みそ汁（なす，嶽）
C・c・D
サイダー
ﾔどう
ｷいか
Jルピス
iミルク，ビスケット）
?
米　飯
ﾝそ汁（大根，油揚げ）漬物（たくあん）煮魚（はたはた）
米　飯
ｨでんハムサラダ
ﾝかん
米　飯みそ汁（豆腐，大根）．
ﾐ物（たくあん）
ﾄ魚（さけ），刺身（いなだ）煮物（里芋，人参，大根，ごぼう） C・c・d
みかん
Vョートケーキコーヒー牛乳（ミルク，あられ）
?
米　飯
??????????????????????
米　飯
{肉からあげフルーツサラダ
ﾏ　汁
米飯みそ汁（魚めあら，豆腐）漬物（なす）刺身（いなだ）鮫子（市販品）サラダ（レタス，きゅうり，トマト）
C・c・d
アイスクリーム
Wュース
ﾙ子パン
艪ﾅとうもろこし
?????
?
米　飯
ﾝそ汁（里芋，もやし，油揚げ）漬物（白菜）納豆，目玉焼き油いため（キャベッ，人参）
米　飯コーンシチュウ
Eインナーソテー
ﾝかん
米　飯
ﾝそ汁（白菜，油揚げ）焼魚（さば）焼豚（市販品）マカロニサラダ（マカロニ　　　　　　　　　　　　卵，ソーセージ，ミックスペジタブル1
c・cρd
みかん
酷禛`ョコレート
ｹんべい
iミルク，かりんとう）
??????
米　飯　　　　　　　　　　　　一????????????????????? 米　飯カレー
tルーツポンチ
米　飯みそ汁（大根，さやいんげん）焼魚（きす），大根おろし
?V，。，，き。うり，繊レタス） c・c・d
ジュース
ｹんべい
?ﾟ，西瓜
iミルク，せんべい）
?
米　飯
｡付のり牛　乳
????ー???????
米　飯
c。c・d
みかん，焼きいもポテトチップ
????????????????
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　2．摂取食品の構成とその比較
　　対象児の食品群別摂取状況の推移を総括したのが表
　5である。調査年による年齢差ならびに性差を不問に
　して見るなら1弍この5～15年間にさしたる変動の見
られなかった食品群を強いて拾うと菓子類のみであり，
その他の食品群の摂取量には増減いずれかの変動が観
察された。とくに変動の有意であった食品群で増加し
たのは肉類であり，一方，減少したのは魚介類，米類
および穀類総量であった。なお，対象児11～18名にお
ける摂取上の個人差は，変動係数でみる限り44年度は
30（米類）～144（肉類）％，49年度は30（米類）～
268（種実類）％，54年度は19（穀類総量）～78（海
草類）％，58年度は26．0（油脂類）～125．0（種実類）
％と多様であるが，初回調査において稀にしか摂取さ
れない食品の最たるものが肉類であったことは漁業地
域の特色として注目される現象である。摂取上の個人
差縮少の顕著な食品群は，肉類（144→46．1％），緑
黄色野菜（115→26．1％），油脂類（67→26．1％）お
よびいも類（69→28．4％）であった。
　次に，食品構成目安量（表2）に対する摂取比率と
そのパターン類似率・異質指数を求めて総括したのが
表6である。各食品群の摂取比率は調査年度別にそれ
ぞれ変動しているが，この約15年間に上昇した食品群
は肉類の7．5倍を筆頭に，緑黄色野菜，油脂類，豆類，
乳類，果実類，卵類および菓子類の8つであり，他の
食品群は殆ど侭下している。58年度において目安量を
充足または凌駕しているのはユ3食品群中10食品群であ
り，他方，穀類，卵類および緑黄色野菜の摂取比率は
それぞれ59．7％，63．3％，88．3％と低率であり，穀類
のそれは漸減，緑黄色野菜のそれは漸増，卵類のそれ
は漸増後に再び低率へと推移した成績である。
　なお，摂取比率の個人差は変動係数で見る限り，油
脂類を除く他の食品群は調査年と共に10年後までは縮
少し，15年後にいずれも若干拡大傾向を示した。油脂
類のそれは一貫して縮少している。また，穀類のそれ
はどの調査年においても小さい方であり，対象児にと
って穀類は目安量に充たないながらも，基本食品すな
わち主食として定着していることがうかがわれ，この
傾向は山村10），農村12）および都市近郊11）幼児に等し
く観察された。
　目安量パターンに対する摂取比率パダーンの類似率
については，44年度の0．8407より上昇して，58年度に
はO．　9490となり，目安量パターンにより接近する方向
へ推移している。
　さて，目安量に対する食品群別摂取状況の推移を表
7に示したが，適量を摂取している対象児は0～50％
と概して少ないものの，この約15年間に穀類，いも類，
砂糖類，菓子類および肉類の適量摂取児が皆無となり，
緑黄色野菜，果実類および魚介類のそれが漸増傾向を
示していることが注目される現象の一つである。っい
で，摂取不足児は調査年と共に漸減して皆無となった
食品群が多い中で，穀類のそれ牟漸増して36％に至り，
卵類と緑黄色野菜のそれも未だそれぞれ45％，9％観
察されることが注目される現象の二である。同じくそ
の三は，多量摂取児について，菓子類のそれが漸増し
て64％に至り，魚介類のそれが漸減して18％となり，
代わって肉類のそれが若干見られるようになったが，
穀類，緑黄色野菜および卵類のそれは約15年来皆無で
あることである。
表5．食品群別摂取状況の推移
（1人1日当たり平均9）
穀　　　類 ????????
????
????? ???????野そ???????????????????????????? ????調嗜｡好????
?
??????? ??? ??
昭和
S4年
??。????
9．8
X．0
X2
62
R7
U0
7．3
S．9
U7
49
R9
W0
1164．9
49年
???
170
T1
R0
50
S0
W0
220
V8『
R5
??
14? ??11????
????
56
R2
T7
28
P5
T4
??????．1．3
O．5
R8
86
T0
T8
????
32
P9
T9
257
P31
T1
51
P11
1221．2
54年
????????? ???????
4．3
R歩6
??
14
R．6
Q6
1．8
O．5
Q8
??????????　＊Q．7　70
Q，132
V8　46
＊毒8? ??274
V7
Q8
??
1134．0
58年
???．??﹈＊＊
P00．6
R6．0
R5．8
25．7
P5．4
U0．0
＊126．3
S3．2
R4．2
53．4
???
6．8
R．1
S6．0
65．4
Q3．0
R5．2
12．3
R．2
?ｿ0
0．55
Oβ9
P25．0
55．2
R33
U0．3
?????
100．2
S3．1
S3．0
184．9
P12．2
U0．7
　＊＊T．4　36．7
R．1　176
T7．5　478
＊＊
????．?
31．7
P6．4
T1．8
357B
P22．7
R4．3
?????
1227．5
註：＊P＜α05・＊＊P＜α01（昭和44年度との比較において有意，t一検定）
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表6・食品群別摂取量の食品構成目安量に対する摂取比率，パターン類似率および異質指数の推移
　　　食品群別（％）
ｲ査年度
???? ??????????????? ???? 13食品群のﾛ取比率等??
?
S．D．C．V．
パ類
^i似
痘ｦ
????
昭和44年
　7
r．D．
b．V．
83
R7
S5
196
P38
V0
166
P36
W2
147
W2
T6
73
S9
U7
90
U3
V0
39
S5
P15
141
W9
U3
161
P52
X4
336
Q40
V1
26
R8
P47
54
S5
W3
93
R8
S2
123
W9
V7
83
U2
Q9
67
V0
R8
0．8407159．3
49年
???．??．
90
Q2
Q4
192
X8
T1
183
P05
T7
140
V5
T4
105
U1
T8
139
U7
S8
54
Q7
T0
147
U2
S2
156
X9
U3
247
P32
T3
＊＊P03
S6
S5
64
R3
T2
88
R5
S0
131
U6
S9
55
R4
P0
42
T2
Q0
0．9277 23
54年
???．??．
65
P0
P5
217
W2
R8
45
P7
R8
145
R8
Q6
142
R4
Q4
133
Q7
Q0
86
Q2
Q6
157
S0
Q6
109
T7
T2
＊199
W1
S1
＊＊P45
S3
R0
90
Q1
Q3
91
Q7
R0
125
R3
R0
50
P9
P0
40
T8
R3
0．931368．7
58年
???．??．
59．7
P5．3
Q5．7
177．8
T0．4
Q8．3
124．6
U6．1
T3ユ
153．7
T8．2
R7．9
114．7
Q5．5
Q2．2
139．7
V3．6
T2．7
88．3
Q3．9
Q7．1
117．1
T9．2
T0．5
96．6
P1L5
T6．7
＊116．3
U4．4
T5．4
＊＊
P95．3
P04．7
T3．6
63．3
R2．7
T1．6
116．9
R8．9
R3．2
128．0
T5．7
S2．2
44．3
Q9．5
P3．2
34．6
T3．0
R1．3
0．949051．0
49年／44年×100
T4年／44年×100
T8年／44年×100
T4年／49年×100
T8年／49年×100
T8年／54年×100
108
V8
V2
V2
U6
X2
98
P11
X1
P13
X3
W2
110
Q7・
V5
Q5
U8
Q77
95
f99
P05
P04
P10
P06
144
P95
H57
P35
P09
W1
154
P48
P55
X6
P01
P05
138
Q21
Q26
P59
P64
P03
104
P11
W3
P07
W0
V5
97
U8
P22
V0
P26
P80
74
T9
R5
W1
S7
T8
396
T58
V51
P41
P90
P35
119
P66
P17
P41
X9
V0
95
X8
P26
P03
P33
P28
133
P49
P63
P04
P07
P15
82
P35
P83
R6
S0
T8
62
X1
P12
R5
R7
T0
註：＊P＜0．05，＊＊P＜0．01（昭和44年度との比較において有意，t一検定による）
表7．目安量に対する食品群別摂取状況の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
摂取不足50％以下 適量摂取91～1ユ0％ 多重摂取　201％以上　　肇取比率
@　　　年H品群別 昭和S4年・49年 54年58年44年49年 54年58年44年48年54年58年???????????????????????????????
14
S3
Q8
P4
P00
Q9
10????????36???14P4
Q9
Q1?
50
P0????
????? ??? ?????? ????
緑黄色野菜
ｻの他の野菜
ﾊ　実　類
86? 50?? ????????25?? 27?? ?? ????? ??
魚　介　類
?@　　類
早@　　　類
禔@　　類
???ユ0
?O
Q0
O
???????????19???27???57??70??50P3?
18??
3．摂取栄養素分析とその比較
　対象児の栄養素等摂取量の推移をまとめたのが表8
である。摂取上の個人差は前述の食品群のそれに比し
て概して小さいものの，個人別に算出した栄養所要量
の個人差に比べるならば，摂取量のそれは殆どやや大
であった。なお，食塩摂取量は昭和49年度の12．99か
ら54年度の10，5gを経て，58年度には5．7gへ漸減し
ており，この成績は，山村幼児10）の56年度の8．3g，
都市近郊幼児11）の57年度の7．1gおよび農村幼児12）の
58年度の6．2gより低値である。
表9は，栄養所要量に対する摂取比率とそのパター
ン類似率および異質指数を示したものである。摂取比
一83一
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率は各栄養素別に多様に推移しているが，10栄養素等
のそれの平均値では44年度のユ07±32％より，58年度
の119．2±17％まで常に100％を超えており，所要量
を充足していない栄養素等は44年度にはエネルギs－，
ビタミンA，B1，　B2，およびCの5つであり，49年
度にはビタミンA，B1およびB2の3つとなり，54年
度にはV．B，のみとなり，58年度は鉄とビタミンCの2
つとなった。ビタミン類摂取上の改善が著しく，とく
にAとBlの低値が有意に改善されたことが注目され
る。他方，動物性たん白質のやや高率の摂取比率すな
わち44年度の157％は，58年度の127．6％へ調査年と
共に低下して是正され，総たん白質においても同様の
傾向が見られた。また，栄養素等の摂取比率の個人差
はエネルギーほか6栄養素において初回調査より10年
後の54年度まで漸次縮少し，約ヱ5年後の58年度には再
びやや拡大傾向を示し，一方，総たん白質，動物性た
ん白質および脂質のそれは58年度に最小となっている。
所要量に対する摂取比率パターンのパターン類似率は
’調査年と共に若干ずつ上昇し，54年度に0．9921に達し
以後さしたる変動はない。
　一方，表10に示すように，栄養所要量に比して摂取
不足の対象児は54年以降皆無となり，適量摂取児はカ
ルシウム，ビタミンAおよびCに見られず，その他の
栄養素等に18～45％の範囲で存在するようになり，エ
ネルギーと総たん白質にそれぞれ45％，鉄とビタミン
B2にそれぞれ36％見られ，この15年間に総たん白質と
鉄において増加した。また，多量摂取児はエネルギー
においてのみ約15年来皆無であり，総たん白質と鉄に
おいては漸減して約15年後に皆無となり，その他の栄
養素においては9～45％の範囲で存在するようになっ
た。
表8．栄養素等摂取量の推移
　　、H不ル たん白質
?
質 糖　質 カルシ 鉄
?? ビ
? ?
ン 食　塩ギ　ー
ikca1）総　量i9）
動物性
i9）
総　量
i，9）
動物性
i9） （9）
ウ　　ム
img） （mg）
????
B1
img）
B2
img）
　C
img）
????
（9）
摂 7 1，582 69 40 32 14．5 252 604 11．0 6300．51 0．81 39 99 ｝
昭 取 S．D． 23526．6 22．9 10．6 8．0 61 188 4．1 3540．17 0．42 18 75 一
和
??
C．V． 14．9 38．6 57．3 33．1 55．2 24．2 31．1 37．3 56．2 33．3 51．9 46．2 75．8 一
44所
?
1，411 42 21 39 一 一 410 8．1 1，1520．57 0．75 40 370 『年 要 S．D． 80 2．4 1．2 2．2 一 一 32 0．3 25 0．03 α04 0 95 一?
C．V． 5．7 5．7 5．7 5．6 一 一 7．8 3．7 2．2 5．3 5．3 0 25．7 『
? ?
1，702 63 32 44 21．2 261 538 9．9 1，0700．66 0．74 61 76 12．9
49取 S．D． 41914．6 10．5 9．4 5．9 73 182 2．1 3990．20 0．20 13 66 2．8
量 C。V 24．6 23．2 32．8 21．4 27．8 28．0 33．8 21．2 37．3 30．3 27．0 21．3 86．8 21．7
所
?
1，460 45 23 41一 ｝ 一 440 8．4 1，1360．58 0．77 40 280 一年 要 S．D． 154 3．8 1．9 4．3 一 一 52 0．5 57 0．06 0．08 0 155 一?
C．V． 10．5 8．4 8．3 10．5 一 一 11．8 6．0 5．0 10．3 10．4 0 55．4 ｝
? ?
1，61659．4 32．5 56．2 28．5 217 6041α6
＊＊
P，3170．60 0．73 51 67 10．5
54取 S．D． 194 8．0 6．2 8．5 9．7 61 100 1．2 2190．07 0．11 11 55 1．7?
C．V， 12．0 13．5 19．1 15．1 34．0 28．1 16．6 11．3 16．6 11．7 15．1 21．6 82．1 16．2
所
?
1，49345．3 22．7 41．4 一 一 448 8．6 1，104． 0．60 0．79 40 217 一? 要 S。D． 173 5．0 2．5 4．7 一 一 43 0．4 78 0．07 0．09 0 150 一?
C．V， 11．6 11．0 11．0 11．4 『 ｝ 9．6 4．7 7．1 11．7 11．4 0 69．1 ｝
摂
?
1，53353．4 29．6 54．2 28．6 222 642 7．7 ＊＊P，4720．62 0．95 39 24 5．7
58取 S．D． 212 9．6 6．0 7．1 7．4 48 132 1．6 4230．13 0．21 17 20 1．7?
C．統 13．8 17．9 20．2 13．1 26．0 21．7 20．5 20．9 28．7 20．7 22．6 43．6 83．3 30．5
? ?
1，531 47．8 23．9 42．5 一 一 4008．061，0130．61 0．84 40 325 一? 要 S．D． 132 4．5 2．3 3．7 一 一 0 0．18 35 0．05 0．07 0 139 ｝?
C．V． 8．6 9．4 9．6 8．7 一 一 0 2．2 3．5 8．2 8．3 0 42．8 一
註：ビタミンは調理による損耗（V．A；2e％，　V．B1；30％，　V．　B2；25％，　V．C；50％）を考慮した値である。
　※※P＜0．01（昭和44年度との比較において有意，t一検定による）
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表9．栄養素等摂取比量の栄養所要量に対する摂取比率，パターン類似率および異質指数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　栄養素別（％）
ｲ査年度
たん白質 ビ　　タ　　ミ　　ン 10栄養素のﾛ取比率等
?????? ?????????
鉄
総　量 動物性 A B1 B2 C ? C．V．
パ類?????
????
昭和44年
???，??．
98
P1
P1
133
R6
Q7
157
S5
Q9
124
Q7
Q2
139
R0
Q2
128
R4
Q7
51
P3
Q5
64
P0
P6
98
P6
P6
79
R3
S2
107
Q6
Q4
32
S9
R6
0．955844．2
49年
???．??．
114
Q2
P9
133
R0
Q3
137　　　♪
R8
Q8
132
R8
Q9
120
Q3
P9
117
Q8
Q4
＊　67
@23
@34
＊＊@94
@19
@20
96
P9
Q0
＊136
@65
S8
115
R1
Q6
23
S5
R5
0．982717．3
54年
???．??．
109
P2
P1
125
R4
Q7
145
Q9
Q0
136
Q0
P5
136
Q9
Q1
127
P8
P4
＊＊P20
@24
@20
＊＊P01
@14
@14
94
P6
P7
128
Q9
Q2
122
Q3
P8
13
R2
Q7
0．99217．9
58年
???．??．
105．0
P8．5
P7．7
1玉6．2
P8．7
P6．1
127．6
Q2．9
P7．9
131．0
P7．1
P3．0
150．5
T0．5
R3．6
98．2
Q0．3
Q0．7
＊＊
P47．2
@42．3
@28．7
＊＊
P08．5
@26．5
@24．5
＊118．6
@27．4
@23，1
89．5
S3．5
S8．6
119．2
Q8．8
Q4．4
17
S2
S3
0．987512．5
49年／44年×100
T4年／匂4年×100
T8年／璽4年x100
T4年／49年×100
T8年／qg年×100
T8年／54年×100
116
P11
P07
X6
X2
X6
工00
X4
W7
X4
W7
X3
87
X2
W1
X2
X3
W8
106
P10
P06
P03
X9
X6
86
X8
P08
P13
P25
P11
?『??????131
Q35
Q89
P79
Q20
P23
147
P58
P70
P07
P15
P07
98
X6
P21
X8
P24
P26
172
P62
P13
X4
U6
V0
113
P26
P26
P09
P11
X9
25
R7
T0
Q4
R8
P8
註：＊P＜0．05，＊＊P〈0．01（昭和44年度との比較において有意，t一検定による）
表10．栄養所要量に対する栄養素等摂取状況の推移
（単位：％）
　　　　、取比｝　　　　曇エネルギー
摂取不足 50％以下 適量摂取 91～110％ 多量摂取 15ヱ％以上
および栄養、年 昭24 49年54年58年44年，49年54年58年44年49年54年58年
エネルギー 0 0 0 0 ’70 30 50 45 0 0 0 0総たん白質 0 0 0 0 ユ0 0 19 45 30 20 13 0動物性たん白質
堰@　　　質
? ? ? ? 20
Q0
??13
?R
18
X
60
P0
20
Q0
44
U
1a
X
カルシウム 0 0 0 0 40 30 6 0 30 0 19 45
鉄 0 0 0 0 ユ0 30 25 36 20 0 13 0
ビタ　ミ　ンA 80 20 0 0 0 10 25 0 0 0 0 36
ビタ　ミ　ンB1 0 0 0 0 0 60 50 18 0 0 0 9
ビタ　ミ　ンB2 0 0 0 0 60 50 50 36 0 0 0 18
ビタ　ミ　ンC 20 0 0 0 30 0 13 0 0 50 25 9
表M．摂取エネルギー比の推移
　　　　調査年度
Gネルギー比
????
49年54年58年
　　　　調査年度エネルギー比
????
49年54年
　　6@　（参考）
T8年適正値
穀類エネルギー比（％） 44 45 33 29．5糖質エネルギー地％ 64 62 54 55，9　64～57
米類エネルギー比％ 34 35 23 23．4脂質工『ネルギー比（％ 18 23 31 30．7　25～30
小麦類エネルギー上吻 10 10 10 6．1 たん白質エネルギー比（％ 18 15 15 13，4　11～13
一85一
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　次に，摂取エネルギー比については表1ユに示すごと
く，穀類エネルギー比は漸減傾向を呈し，58年度に29．
5％となり，山村10），農村12），および都市近郊幼児11）
の34．8％，34％，32％より低く，その漸減現象は米類
エネルギー比の減少に代わる小麦類エネルギー比の減
少に負うている。また，糖質エネルギー比は漸減して
54年度より適正値を割り，脂質エネルギー比は漸増し
て同じく54年度より適正値を超え，たん白質エネルギー
比は漸減して適正値に接近するに至った。
4．摂取たん白質の質的評価と脂質比の推移
　対象児の摂取たん白質の質的評価と脂質比の推移は
表12に示す通りである。栄養所要量に対する動物性た
ん白質の摂取比率の推移については，前述のごとく初
回調査時の高値が是正されつつあり，同様に動物性た
ん白質比も44年度の58．O％の高値が経年的に改められ
て，58年度は幼児の推奨値13）である50％と同値となっ
た。この現象は山村10）および農村幼児12）の場合とは極．
めて対照的な成績である。たん白価は80以上，アミノ
酸価は86以上であり，第一制限アミノ酸は前者は含硫
アミノ酸，後者はスレオニンであって15年来変らなか
った。
　次に，脂質の摂取において動物性脂質比は44年度の
45。3％から，調査年ごとに上昇し，54年度に50％を超
え，58年度は52．8％に至った。こ・の成績は都市近郊幼
児11）の場合と類似しており，未だ50％未満の山村10），
農村幼児12）の場合とは対照的である。
5．体位・体力評価の推移
　表13に示すように，体位基準値に対する身長の比率
の推移は103→98→97→100．9％，同じく体重のそれ
は101→95→99→104．4％であり，体重の比率の各調
査年ごとの変動がやや大であるが，対象児の体位はお
おむね適正範囲にあるといえよう。体力評価は，平衡
力（3．2～4．2）と調整力（3．2～4．4）がそれぞれ
調査年と共に上昇し，他方，筋持久力（3．2～3．2）
はさしたる変動なく，瞬発性（2．9～2．2）はやや低
値であるが．四種目の平均値は3．ユ→3．1→3．4→3．
5と漸増しほぼ中位の成績である。
表12．摂取たん白質の質的評価と脂質比の推移
昭和44年 49　年 54　年 58　年
　　　　　　　　　r高ｽん白質の摂取比率（％）
ｮ物性たん白質の摂取比率（％）
ｮ物性たん白質比（％）
ｽ　　　ん　　　白　　　価ア　　ミ　　ノ　　酸　　価
@　　　E／T比
133±27
P57±29
T8．0±8．5
W1（S）
W9（Thr）
@2．542
工33±23
P37±28
T0．8±9．6
W0（S）
W7（Thr）
@2．497
125±27
P45±20
T4．7±13．5
W3（S）
X2（Thr）
@2．584
116．2±16．1
P27．6±17．9
T0．0±8．0
@83（S）
@86（Thr）
@2。618
動　物　性　脂　質　比（％） 45．3±12．6 48．2±9，4 50．7±ユ7．2 52．8±‘V．9
註：（）：第一制限アミノ酸，S：含硫アミノ酸，　Thr：スレオニン。
表13．対象児の体位・体力評価の推移
　　　　　　　　調査年度
?@　　目
昭和44年 49　年 54　年 58　年7 S。DC．～㌃ 7 S．1＞C．V ? S．DG～㌦ ? S．D． C．V
体位の体位推計基準
lに対する比率（％）
身　　長
ﾌ　　重
103
P01
4．2
V．0
4．1
U．9
98
X5
2．1
X．0
へ2．1
Xβ
97
X9
4．3
P0．5
4．4
P0．6
100．9
P04．4
3．4
U．9
3．4
U．6L
体　力　評　価
i3．0を中位とする
T段階評価による）
平衡力
ﾘ持久力
u発性
ｲ整力
　3．2
???．??．?
0．8
O．7
O．9
O．8
25．0
Q1．9
R1．0
Q5．0
3．2
R．2
R．0
R．2
0．7
O．7
O．6
O．4
219
Q1．9
Q0．0
P2．5
3β
R．1
R．1
S．0
0．9
f1．0
O．9
O．4
25．7
R2．3
Q9．0
P0．0
4．2
R．2
Q．2
S4
1．3
O．5
O．5
O．6
31．0
P5．6
Q2．7
P3．6
平均値 3．1 0．8 25．7 3．1 0．6 19ユ 3．4 0．9 24．3 3．5 0．7 20．7
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6．全体的考察
　以上のごとく，日本経済の高度成長のほぼ中期から
最盛期を経て低成長時代に至る昭和44年～58年の時代
的推移による漁業地域幼児の食生活変容の実態を，11
～18名の事例について観察したのであるが，約15年間
をはさんだ前後で，きわめて近似した摂取量を示す食
品群は少なく，44年，49年度において唯一の自給食品
であった魚介類の過剰摂取傾向が調査年と共に是正さ
れ，肉類摂取量の増加と置換される形どなり，かつ殆
どの食品群別摂取量の変動係数が小さくなっているこ
とが，最も注目される現象である。これは新潟県民栄
養調査の経年的変化14）における漁村の傾向にほぼ類似
している。上記現象に加えて，食品種類数の増加，献
立の多様化，緑黄色野菜，油脂および卵類の摂取量の
漸増，そして穀類摂取量の減少など，いわゆる都市化
傾向とも受け取れる方向へ推移しているが，幼児に推
奨される食品構成に比して穀類，緑黄色野菜および卵
類が未だ充足されず，肉類摂取量の著増などややバラ
ンスを欠く実態が指摘される。栄養素摂取状況におい
ては，摂取比率の高値であった総たん白質と動物性た
ん白質の比率が経年的に適正値に近づき，他芳，当初
低値であったビタミン類のそれは経年的に改善されて，
54年度にはビタミンB2（摂取比率94％）のみ，58年度
には鉄（同98．20／o）とビタミンC（同89．5％）の若
干の不足を残すのみで，その他の栄養素は所要量を充
足しており，所要量に対する摂取量のパターン類似率
でも示されるように，改善の方向に推移していると概
観できる。
　しかしながら，成人病予防に対置して幼児期栄養を
考える場合に，対象児の現状では脂質エネルギー比が
適正値の上限を超え，動物性脂質比が52．8％に至り，
他方，穀類エネルギー比が29．5％に低下し，それぞれ
44年度から58年度までの上昇線または下降線が鈍化す
ることなく延長されることは好ましいことではなく，
幼児の食生活に関与するものの一層きめ細かな配慮が
望まれるところである。
　幼児の食生活は，家族の食生活の模倣からはじまり，
その食行動は家族や保育者を中心とする生活環境の中
で培われて行き，とりわけ母親の食と栄養に関する知
識や関心による影響が大きい15）16）17）。58年度の対象
児の母親は，就労率81．8％で，食事作りの基準を栄養
のバランスにおくもの63．6％，ついで料理の手間にお
くもの18．2％，家族一緒に食べる夕食が毎日のもの36．4
％，殆どなしのもの18．2％，さらに子どもの好き嫌い
への対応（45．5％）および子どもの朝食の不規則性（45，5
％）に苦慮している等の現況にあり，その食生活意識
得点（足立ら18）の創案による「食事の健全さ」の得点
を100点満点に換算）は65．6±11．8とほぼ中位の成績
を示し，またそれは対象児の10栄養素等の摂取比率の
平均値と有意（P＜0．05）に相関していた。多忙な中
を調査協力の明確な意図のもとに年4回の調査に参加
し，秤量と記録の煩雑さを全員が訴えているものの，
還付された調査結果への反応に意欲が見られ，さらに
調査協力によるメリットをそれぞれ列挙するなど，対
象児の母親の食への関心は該調査への協力を通して僅
少ながらも高められるものと推察される。
　本調査の対象児は調査を依頼した保育園園児の15％
にすぎず，11例という少数例のためその調査成績は相
対的に見なければならないが，近年憂慮されている子
どもの食行動の偏向19）20）は対象児の場合未だ問題視
するに及ばず，栄養比率上若干の問題点を有するもの
の，同一地域の15～10年前の幼児の摂取栄養水準を凌
ぐ状況にあり，なおその母親に食意識の改善が見られ
るなど，これら母と子の調査協力の体験が今後におい
て当事者はもとより，地域の母親にも好影響をもたら
すよう期待したい。
　情報過多の中で幼児の食生活のあり方を模索してい
る母親や保育者は多く，豊富な経験と科学的な資料に
基づいた適正な乳幼児栄養・食生活指針の確立が急が
れるとの水野21）の提言に共感する。国民一般向けの食
事ガイドライン22）は60年5月に厚生省策定により公
表されたが，その普及指導により家庭の食生活が見直
され，ひいては幼児栄養に反映されるよう念じ，さら
に幼児栄養の推移を検討して行きたいと思う。
　　　　　　　　　要　　　約
　幼児栄養をより的確に把握するために，昭和44年，
49年，54年および58年度の漁業地域幼児の食品・栄養
素摂取状況について検討を加えた。対象児は4～6歳
児11～18名で，四季の各連続3日間（通年12日間）の
食物摂取状況を個人別に秤量し，食品構成目安量なら
びに個人別に算定した栄養所要量と対比して，5～15
年間の推移状況を調べ，以下の結果を得た。
　（1）摂取食品数は1人1日あたり平均21→28→28→
　　23種類と推移し，うち動物性食品数は5～6種類，
　　間食食品数は4～5種類で殆ど変化は見られなか
　　った。
　（2）食品群別摂取状況は15年間に有意に増加したの
　　は肉類，減少したのは魚介類と米類，さしたる変
　　動の見られなかったのは菓子類であった。摂取比
一87一
県立新潟女子短期大学研究紀要　第23集　1986
　　率の平均値はユ23±83→131±55→125±50→128．0
　　　±55．7％へ，目安量に対するパターン類似率は
　　0．8407→O．　9277→0．9313→0．9490へ推移した。約
　　15年後において目安量を充足していないのは穀類
　　緑黄色野菜および卵類の3食品群である。
　③　栄養素等摂取状況は，約ユ5年間に摂取比率の平
　　均値は107±34→1ユ5±26→122±16→119．2±
　　20％へ，所要量に対するパターン類似率はO．　9558
　　→0．9827→0．9921→0．9875へそれぞれ推移し，動
　　物性たん白質の多量摂取が是正され，ビタミン類
　　の摂取不足が改善されたが，とくにビタミンAと
　　B1の摂取比率の有意な上昇が注目される。
　（4）摂取エネルギー比については，穀類（44→45→
　　33→29．5％）’，米類（34→35→23→23．4％），糖
　　質（64→62→54→55．9％），およびたん白質（18
　　→15→15→13．4％）の各エネルギー比は漸減，脂
　　質エネルギー比（18→23→31→30．7％）は漸増し，
　　それぞれ適正値の逸脱が懸念される数値に至って
　　いる。
　（5）摂取たん白質の質的評価は，動物性たん白質比
　　は58．0→50．8→54．　7→50．0％と幼児の推奨値に接
　　近し，たん白価は81→86，アミノ酸価は89→86へ
　　推移し，第一制限アミノ酸は前者は含硫アミノ酸，
　　後者はスレオニンであった。
　（6）動物性脂質比は45．3→48．2→50．7→52．8％と漸
　　増し，適正値を逸脱しつつある。
　（7）対象児の身長と体重の体位推計基準値に対する
　　比率はいずれも適正範囲にあり，体力評価の平均
　　値はほぼ中位の成績であった。
　終りに臨み，本研究に際してご懇篤なご指導を賜わ
りました本学学長塚原叡先生に厚く御礼申し上げます。
また，調査の進行上限りないお力添えを賜わりました
新潟市松浜港福祉保育園の廣川澄流園長先生はじめ諸
先生方，松浜漁業協同組合理事の南要一一ec，さらに調
査対象のご家庭の皆様の一年間にわたるご協力に深く
感謝申し上げます。
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